
青森県国民健康保険運営方針（素案）
【概要版】

平成２９年○月

青森県健康福祉部高齢福祉保険課

資料１

（留意事項）
・記載内容については、国における今後の協議によって修正する可能性がある。
・データについては、策定時点において最新の数値に置き換える。



策定の目的

構成 概 要

2

青森県国民健康保険運営方針（素案）の構成

国保運営方針＝都道府県内の統一的な運営方針

〇 安定的な財政
運営や効率的な
事業運営の確保

〇 市町村が担う
事務の効率化、
標準化、広域化
の推進

対象期間：３年間
（平成30～32年度）

３年ごとに見直し

１ 医療費及び財
政の見通し

２ 納付金及び保
険料の標準的な
算定方法

３ 保険料の徴収
の適正な実施

４ 保険給付の適
正な実施及び給
付額の統一

５ 医療費適正化

６ 事務の広域化・
効率化

７ 保健医療・福祉
サービス等の施
策との連携

８ 関係市町村相
互間の連絡調整
等

○被保険者数及び世帯数の状況 ○医療費の動向と今後の見通し
○国民健康保険財政の現状と今後の見通し ○赤字解消又は削減の取組、目標年次等
○国民健康保険事業におけるPDCAサイクルの推進

○納付金の標準的な算定方法
○保険料の標準的な算定方法
○激変緩和措置

○収納率の推移 ○収納対策の状況
○収納率向上への取組 ○収納対策の強化

○レセプトの審査及び点検 ○第三者行為求償事務の取組
○保険医療機関等の指導及び診療報酬等の返還事務 ○療養費の支給の適正化
○高額療養費の多数回該当の取扱い ○葬祭費給付額の統一

○医療費適正化の取組状況 ○医療費適正化に向けた取組
○高医療費市町村に対する助言等

○保険者事務の取組 ○医療費適正化の取組
○収納対策の取組 ○保健事業の取組
○市町村事務処理標準システム

○県の取組
○市町村の取組

○県と市町村との協議
○県による支援
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１ 医療費及び財政の見通し（本県の被保険者・医療費）

2

○ 医療費は減少傾向だったが、
平成27年度は増加

○ 一人当たり医療費は全国
より低いが増加傾向

↓

医療費適正化の取組が必要

○ 被保険者数・世帯数ともに減少

○ （１人当たり医療費が高い）前期高齢者
の割合が増加

出典：国民健康保険事業年報（厚生労働省）

出典：国民健康保険事業年報（厚生労働省）、28年度は事業月報による速報値 出典：国民健康保険実態調査（厚生労働省）

⑴ 被保険者数及び世帯数の状況

円

出典：国民健康保険事業年報（厚生労働省）
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図19-2 本県の医療費の推移と見通し

医療費計 １人当たり医療費

円

実績 推計

（右軸）

青森県医療
費適正化計
画（第三期）
と整合を図る
ため、今後修
正する可能
性がある。

出典：国民健康保険事業年報（厚生労働省）

億円

⑵ 医療費の動向と今後の見通し
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図22 法定外繰入と繰上充用の状況(27年度）

法定外繰入

百万円

出典：国民健康保険事業実施状況報告、国民健康保険事業年報（いずれも厚生労働省）

１ 医療費及び財政の見通し（国保財政の現状と見通し）

○ 単年度収支（平成27年度）は25市町村で赤字

○ 決算補填等目的の法定外一般会計繰入及び
繰上充用の実施

↓

計画的に赤字の解消を図り、

収支の均衡を保ち、安定的な運営に努める必要

⑷ 赤字解消又は削減の取組、目標年次等
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⑶ 国保財政の現状と今後の見通し

繰上充用

○ 市町村に対する貸付
保険料収納額の低下による財源不足となった場合

に無利子で貸付

○ 市町村に対する交付
特別な事情（※）が生じた場合に必要額の２分の１

を上限に交付
※ 多数の被保険者に著しい影響を与えるような災害や
地域企業の破綻、地域の主要産物の価格の大幅な下落 等

○ 県による取崩し
県全体の保険給付の増により保険給付費等交付

金の財源が不足した場合に基金を取崩し

⑸ 財政安定化基金

○ 赤字の定義
決算補填等目的の法定外一般会計繰入額
＋繰上充用金の増加額

○ 赤字の要因分析
（医療費の動向、保険料率、保険料収納率 等）

○ 赤字解消又は削減の取組・目標年次の設定
・ 決算補填等目的の法定外一般会計繰入の解消・削減
・ 平成28年度以前の繰上充用金の解消・削減



区分
（役割）

市町村における取組例
（保険者機能の強化）

県における取組例
（国保財政の安定化）

Ｐｌａｎ（計画） ・国保事業計画の策定
・データヘルス計画の策定
・収納対策プランの策定
・赤字解消に係る計画策定

・国保運営方針に基づく指標の設定

（収納率目標、医療費適正化、保険者努力
支援制度（県分））
・技術的助言実施要綱の策定

Ｄｏ（実施） ・国保運営方針及び国保事業計画に基
づく事務事業の実施

・収納対策プランに基づく収納対策の実
施
・赤字解消計画に基づく赤字解消の取組

・保険者努力支援制度に係る交付金（県分）
の再配分
・県が行う広域的な取組等の実施

Ｃｈｅｃｋ（評価） ・市町村国保運営協議会における実施状
況報告
・県への報告

・事務の達成状況の評価及び報告（市町村
等連携会議、県国保運営協議会）
・技術的助言の実施

Ａｃｔｉｏｎ（改善） 事務等の見直し・改善 ・技術的助言に係る実施結果通知
・国保運営方針の見直し

１ 医療費及び財政の見通し（国民健康保険におけるＰＤＣＡサイクルの推進）

〇 平成30年度以降は、県が担う安定的な財政運営と、市町村が担う事業の広域的・効率的な運
営に向けた取組を継続的に改善していくことが重要。

〇 このため、市町村は自ら実施する資格管理・給付事務等の事務について計画・実施・評価・改善
のＰＤＣＡサイクルを推進し、県は市町村の事業の実施状況を定期的に把握・分析するとともに、
県単位の国保事業の計画・実施・評価・改善のＰＤＣＡサイクルを推進。
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２ 納付金及び保険料の標準的な算定方法（納付金の算定方法）

α＝１、β≒０．８（※）の原則どおりとする。 ※全国の所得水準に占める本県の所得水準の割合
5

⑴ 納付金の算定方法

区分 算定ルール 理由

算定方式 ３方式（所得割、世帯割、均等割）
・被保険者が多く所得や世帯数の少ない市町村に
おける世帯の負担緩和（標準保険料率と均衡）

高額医療費 １件80万円超のレセプトを対象に共同負担する 小規模保険者のリスクを軽減する

保険者努力支援制度（県分） 県が設定する指標により市町村に配分
インセンティブを働かせることを通じ、県全体の底
上げを図る

賦課限度額 国が政令で定める賦課限度額と同額 全市町村が政令と同額（H29年度：89万円）

医療費指数反映係数（α）、所得係数（β）の調整

納付金 … 県は、医療給付費等の推計をもとに保険料収納必要総額を算出し、年齢調整後の医療費水準及び
所得水準に応じて各市町村ごとの納付金を算出する。

市町村は、県から示された納付金の全額を県に納付する。

（①納付金の算定時に反映する事項）

都道府県が設定する標準的な
算定方式に基づいて市町村ごと
の標準保険料率を算定・公表

都 道 府 県

医

療

給

付

費

等

保
険
料
収
納
必
要
額

A市の
標準保険料率

Ｂ町の

標準保険料率

B町の

保険料率

公

費

等

市町村は、都道府県の示す標準保険料率等
を参考に、それぞれの保険料算定方式や予
定収納率に基づき、実際の保険料率を定め、
保険料を賦課・徴収し、納付金を納める。

市 町 村

納
付
金
を
納
付

賦
課
・徴
収

A市の

保険料率

都道府県は、医療給付費等の
見込みを立て、市町村ごとの
国保事業費納付金の額を決定

「見える化」のためのツール

A市が
納める納付金

Ｂ町が
納める納付金

【
算

定

の

流

れ

】

① ②



所得割 均等割 世帯割

本県の所得水準
全国の所得水準

納付金額

標準的な収納率
＝

標準保険料率算定上の
賦課総額

所得割･均等割･世帯割に
按分し、標準保険料率を算出
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２ 納付金及び保険料の標準的な算定方法（標準保険料率の算定方法）

⑵ 標準保険料率の算定方式

所得係数 ： １

区分 算定ルール 理由

標準的な算定方法 ３方式（所得割・均等割・世帯割） 適用を受ける被保険者数が最多

応益割（均等割・世帯割）と
応能割（所得割）の割合

・応能（所得割）：応益（均等割・世帯割）＝所得係数 ：１
・均等割：世帯割＝70：30

応能割部分に所得水準を反映することと
されている（納付金ガイドライン）

標準的な収納率
・市町村規模別（旧３市、３市以外の市、町村の３区分）
・過去３ヵ年度の平均値を採用

市町村間の比較をしやすい
（区分は青森県国民健康保険広域化等支援方
針における収納率目標の考え方を参考）

＝ 0.8程度

保険料水準について、平成30年度からの統一は行わない

⑶ 激変緩和措置（概ね６年程度以内を目安に実施）

標準保険料率 … 県は、各市町村のあるべき保険料率の「見える化」を図るため、県内統一の算定基準による
市町村ごとの保険料率の標準的な水準を算定する。
なお、市町村は、県から示された標準保険料率を参考に、それぞれの保険料算定方式や予定

収納率に基づき、実際の保険料率を定める。

（標準保険料率の算定に当たっての算定ルール）

被保険者の保険料負担が急激に増加することを回避するため、納付金額が 一定割合以上増加
すると見込まれる場合 ⇒県繰入金及び特例基金を活用し措置



３ 保険料の徴収の適正な実施①
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⑵ 収納対策の状況

○ 収納率は徐々に向上して
いるが低い

（平成27年度：全国44位）

○ 全国との差も拡大

○ 市町村間でも格差が大きい

○ 口座振替割合が低い
○ コールセンター設置、口座振替の原則化、コンビニ収納、捜索の実施、インターネット公売活用等は全国と比較

して取組が進んでいない

出典：国民健康保険事業実施状況報告（厚生労働省）

⑴ 収納率の推移

県平均89.76%

表13　収納対策の実施状況（平成27年度）
全国

実施保険者数

収納対策に関する要綱（プラン･マニュアル）の作成 18 45.0 51.3
コールセンターの設置（電話勧奨） 3 7.5 16.4
滞納整理機構への滞納処分の移管 36 90.0 41.1
口座振替の原則化 2 5.0 11.7
 （※口座振替の実施） 37 92.5 99.3
コンビニ収納 11 27.5 57.5
ペイジーによる納付方法の多様化（簡素化） 2 5.0 5.7
財産調査の実施 37 92.5 93.8
差押の実施 38 95.0 92.0
捜索の実施 10 25.0 49.2
インターネット公売の活用 10 25.0 43.9
滞納者所有の自動車のタイヤロックの実施 3 7.5 31.1
出典：国民健康保険事業実施状況報告（厚生労働省）

収納対策
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図27 市町村別保険料収納率（現年度分、27年度）

出典：国民健康保険事業年報（厚生労働省）

15.87ポイントの差

％

出典：国民健康保険事業実施状況報告（厚生労働省）
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３ 保険料の徴収の適正な実施②

○ 滞納処分の実施状況（世帯数、差押等）も取組の
差異が大きい

○ 滞納整理機構へ一部滞納処分を移管（36市町村）

① 収納率目標

○ 全国の保険者規模別の平均収納率を目標値
として設定

② 収納不足の要因分析・対策の検討

○ 収納不足についての要因分析（滞納世帯の状
況、収納対策の実施状況等）

○ 必要な対策について検討し、県に報告

⑤ 財産調査・滞納
処分の実施

○ 適正な財産調査
及び滞納処分の実施

○ 青森県市町村税
滞納整理機構の活用

○ 効果的・効率的な収納対
策を検討し策定・実施

○ 適時､取組の評価を行い、
必要に応じて見直し

8

⑷ 収納率向上への取組

③ 納付環境の整備

○ 口座振替納付の原
則化の検討

○ コンビニ収納・ペイ
ジー等を活用した多様
な納付環境の整備

⑸ 収納対策の強化

④ 短期被保険者証、
資格証の適正な交付

○ 滞納世帯との接触
機会の確保

○ 滞納世帯の実情を
踏まえ、被保険者間
の公平性に留意

⑶ 滞納処分の状況

① 収納対策の検討と収納
対策プランの策定及び実施

② 収納体制の強化

○ 必要な人員及び体制
の強化

○ 国民健康保険料（税）
収納率向上アドバイザー
の活用推進

76.76 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

東
通
村

今
別
町

佐
井
村

つ
が
る
市

六
ヶ
所
村

深
浦
町

新
郷
村

東
北
町

黒
石
市

中
泊
町

大
間
町

五
戸
町

む
つ
市

鶴
田
町

平
川
市

七
戸
町

お
い
ら
せ
町

田
子
町

風
間
浦
村

十
和
田
市

蓬
田
村

三
戸
町

六
戸
町

横
浜
町

板
柳
町

大
鰐
町

三
沢
市

青
森
市

野
辺
地
町

階
上
町

平
内
町

五
所
川
原
市

八
戸
市

外
ヶ
浜
町

南
部
町

弘
前
市

藤
崎
町

鰺
ヶ
沢
町

田
舎
館
村

西
目
屋
村

図31 滞納世帯に占める延べ差押え世帯の割合
（平成28年６月１日現在）

％

出典：国民健康保険事業実施状況報告（厚生労働省）及び厚生労働省予算資料をもとに作成

0.0

県平均 10.23％



４ 保険給付の適正な実施及び給付額の統一①

⑴ レセプトの審査及び点検

⑵ 第三者行為求償事務の取組

→ 第三者行為求償事務実績を見ると、全国より低い

9

○ レセプト審査・点検は医療費適正化のための重要な取組の１つ

○ 公平・公正な負担と健全な財政運営を確保するため、求償事務の適正な実施は必要不可欠

適正実施の取組

○ レセプト点検担当者に対する研修
○ 県及び国保連合会による助言
〇 県内市町村間異動があった者に係る県による

レセプト点検の実施

適正実施の取組

○ 周知広報の強化
○ 発見手段の拡大
○ 国保連合会等との連携強化
○ 第三者行為求償事務アドバイザーの活用
○ 市町村におけるＰＤＣＡサイクルの推進

表15　１人当たり財政効果額の状況(27年度）

過誤 返納金等 計
調整分(円) 調定分(円) (円) (%)

青森県 1,260 343 1,603 0.61
全国平均 1,524 338 1,862 0.67
出典：国民健康保険事業実施状況報告（厚生労働省）

一人当たり財政効果額
財政効果率

＜二次点検の実施状況＞

国保連合会へ委託して実施 34市町村
独自に実施 ６市町村

表16　第三者行為求償実績
25年度 26年度 27年度

被保険者千人当たり
の件数

0.92 0.90 0.51

被保険者千人当たり
の金額

33.4 31.8 25.8

被保険者千人当たり
の件数

1.20 1.16 1.16

被保険者千人当たり
の金額

39.1 39.6 46.6

※国保組合分を含む。

県平均

全国平均

（単位：件、万円）

出典：国民健康保険事業実施状況報告（厚生労働省）、
　　　全国数値は都道府県及び市町村国保主管課職員研修資料



○ 将来的な保険料水準の統一に向け、現状を踏まえ、平成30年度以降早期に５万円に統一する方向で関係市町
村において検討。 ※ 葬祭費支給額の状況（平成29年４月１日現在） 5万円：30団体、4万円：1団体、3万円：7団体、2万円：2団体

４ 保険給付の適正な実施及び給付額の統一②
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⑷ 療養費の支給の適正化

〇 柔道整復施術（柔整）療養費及びあん摩マッサージ
指圧、はり・きゅう（あはき）療養費

・ 患者調査の実施
柔整療養費 ：21市町村（27年度）
あはき療養費： ６市町村（27年度）

〇 海外療養費
・ 全国的には不正請求の事例が発生

⑸ 高額療養費の多数回該当の取扱い

○ 同一県内市町村間の住所異動に世帯の継続性
が認められる場合、多数回該当回数を引き継ぐ
→ 直近12月で４回以上高額療養費が発生した

場合に自己負担限度額を軽減

○ 保険診療の質的向上と適正化を確保するため、引き続き不当・不正請求事務への対応が必要

○ 大規模な不正請求事案のうち、広域的な対応
が必要なもの又は専門性が高いものについては、
県が市町村から委託を受け実施可能

【詳細は国において検討中】

適正実施の取組

○ 大規模不正請求事案に係る県による徴収
○ 国（東北厚生局）と県による指導･監査の実施

⑶ 保険医療機関等への指導及び診療報酬等の返還事務

適正実施の取組

○ 柔整療養費及びあはき療養費
・ 保険給付の対象となる負傷等の周知
・ 的確な審査と施術状況等の確認

○ 海外療養費
・ 渡航の事実確認や申請内容の的確な審査

適正実施の取組

○ 世帯の継続性に係る判定基準の標準化
（国の示す基準により判定）

⑹ 葬祭費給付額の統一



出典：国保連合会集計による。

５ 医療費適正化①

11

⑴ 医療費適正化の取組状況

出典：「特定健康診査・特定保健指導の実施状況について」（厚生労働省）

出典：青森県保険者協議会提供資料を集計し作成

主な取組内容 現 状

特定健診受診率及び特定
保健指導実施率

徐々に向上しているが、全国より低い

メタボリックシンドローム該
当者・予備群者

前年度より0.2ポイント上昇

糖尿病性腎症重症化予防
の取組

・「受診勧奨」「保健指導」は約半数市町村が実施
又は実施予定
・「健康教育」「健康相談」は実施市町村が少ない

データヘルス計画 29年度中に全市町村が策定完了（見込み）

喫煙防止対策
・男性の喫煙率は全国より高い
・事業所等の施設内全面禁煙の割合が不十分

後発医薬品（ジェネリック
医薬品）の使用割合

年々上昇しているが、「経済財政運営と改革の基
本方針2017」の目標値には達していない

医療費通知の実施 全市町村で実施

全国平均 63.1％

「経済財政運営と改革の
基本方針 2017」に定める
目標値 80.0％

本県平均（市町村国保） 64.0％
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図34-1 保険者別特定健康診査実施率

青森県医療費適正化計画（第二期）に定める目標値（29年度） 実績値（26年度）

％



５ 医療費適正化②

○ 国保データベース（ＫＤＢ）システムによる健康・
医療情報等の活用による効果的・効率的な保健事
業を実施

○ 被保険者自らの健康状態の把握や生活習慣の
改善により生活習慣病の予防を図るため、引き続き
実施率の向上に寄与する取組を実施

○ 国保総合システムの活用等により重複・頻回受
診者に対し訪問指導を実施

○ 糖尿病性腎症の重症化予防に向けた取組を実施

⑵ 医療費適正化に向けた取組
・ 本年度策定する「青森県医療費適正化計画（第三期）」と

整合を図り取組を実施
・ 本運営方針には 「医療費適正化に関する施策について

の基本的な方針」 （平成28年厚生労働省告示第128号）に
基づく取組を記載

○ メタボリックシンドロームは生活習慣病の要因と
されていることから、該当者及び予備群者の減少に
向けた取組を実施

○ 喫煙に対する正しい知識の普及や受動喫煙防止
対策等の取組を実施

○ パンフレット及び後発医薬品希望カード（シール）
等の配布、後発医薬品を使用した場合の自己負担
額差額通知の送付等による利用促進

○ 住民に対するインセンティブを提供する取組及び
特定健診以外の健診・検診に関する取組の実施

○ 被保険者数及び年齢階層別の分布状況を勘案しても医療費が多額な市町村（高医療費市町村）は、「安定化

計画」を策定し、計画的に医療費適正化の取組を実施 ※平成29年1月時点で県内には該当市町村なし

○ 県は必要な支援・助言を実施

⑶ 高医療費市町村に対する助言等
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① 特定健康診査及び特定保健指導の実施

② メタボリックシンドローム該当者及び予備群者の減少

③ 糖尿病性腎症重症化予防の取組

④ データヘルス計画の推進

⑤ 喫煙防止対策

⑥ 重複・頻回受診者に係る訪問指導

⑦ 後発医薬品の安心使用促進

➇ その他予防・健康づくり



６ 事務の広域化・効率化

事務区分 現在共同実施している事務 平成30年度以降の取組等

保険者事務

・被保険者証等の作成
・高額医療費支給申請・決定帳票の作成
・各種統計資料の作成
・資格管理業務
・給付記録管理業務

○ 国保連合会への委託等により
引き続き実施

○ 被保険者証と高齢受給者証と
の一体化（平成30年度以降可能
な限り早期に実施）

医療費適正化

・医療費通知作成、後発医薬品差額通知書作成
・レセプト点検の実施
・第三者行為求償事務共同処理
・医療費適正化データ提供、高度な医療費分析

○ 平成30年度以降、市町村間異
動のあった者に係るレセプト点検
を実施

○ 国保連合会への委託等により
引き続き実施

収納対策
・滞納処分
・収納担当職員への研修
・保険料の納付に関する広報

○ 国保連合会と連携し引き続き
実施

保健事業
・特定健診の受診促進に係る広報
・特定健診・特定保健指導等の研修会の実施

○ 関係団体及び被用者保険と
連携して展開できる取組を推進

市町村事務処理標準
システム

・制度改革に伴い、市町村事務の効率化、標準化
等を進めるため、導入を推進

○ 各市町村の自庁システムの更
新時期等を踏まえ、費用の効率
化の観点から導入を進める

○ セキュリティの向上・適切な情
報管理
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主な共同実施事務
その他の取組については県、市町村、国保
連合会と協議、関係機関と調整を行う



県
の
取
組

・医療・保健・福祉全般にわたる施策推進
・国保データベース（ＫＤＢ）システム等の情報基盤などを活用し、保健事業の
健全運営に関する助言及び支援を実施

市
町
村
の
取
組

・部局横断的な議論の場や地域活動への国保担当課の参画
・地域の医療・介護・福祉サービス関係者との情報共有
・ＫＤＢシステム等による保健事業・介護予防・生活支援の対象者の抽出
・後期高齢者医療制度と連携した保健事業の実施
・国保直営診療施設の活用 等

14

７ 保健医療サービス及び福祉サービス等との連携
８ 施策の実施のため必要な関係市町村相互間の連絡調整等

【交通】
○交通政策と連動したまちづくり
○高齢者の移動支援

○ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの利便性向上・運営支援

【情報通信】
○ＩＣＴの利用拡大
○健康ﾃﾞｰﾀ管理・活用ｻｰﾋﾞｽの開発
○ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ機器開発

【セキュリティ】
○高齢者安否確認
○緊急通報駆けつけ
○災害時の対応

【生活支援】
○農山漁村地域経営
○移動車販売
○子どもの貧困対策

【住まい】
○退院後の住まいの確保
○高齢者の孤立防止、地域との

交流・共生

【福祉】
○入浴・食事等の在宅介護

サービス
○高齢・子ども・障害福祉

【医療】
○訪問診療
○看取りケア等の訪問看護

【保健】
○保健師による家庭訪問
○特定健康診査

住 民

保健・医療・福祉包括ケアシステム

地域包括ケアシステム

青森県型地域共生社会

○ 青森県保健・医療・福祉包括ケアシステムに「住ま
い」「生活支援」を取り込むとともに、「交通」「情報通
信」「セキュリティ」の地域機能等を加えた「青森県型
地域共生社会」の構築が必要。

・青森県保健医療計画
（青森県地域医療構想含む）

・青森県健康増進計画
（健康あおもり21）

・青森県医療費適正化計画

・青森県介護保険事業支援計画
（あおもり高齢者すこやか自立プラン）

・青森県地域福祉支援計画

・青森県障害福祉計画等

整
合

連
携

調
和

青森県国民健康保険市町村等連携会議等による
意見交換・意見調整

・ 本運営方針に基づく施策の実施
・ 事業運営上の課題解決のための検討
・ 本運営方針の見直し
・ 情報の共有


